
労働市場の概況

■労働力

インドネシアの労働力人口の増加率は、人口増加率を

上回っている。1980～90年の間、労働力は毎年2.7％増

加したが、人口は年1.9％の増加にとどまった。1990～95

年の間には、労働力人口は毎年2.4％増加し、人口は

1.6％増加した。

インドネシアの労働力人口は、就業者と求職者の合計

と定義している。この定義に従うと、就業されていると見

なされるのは、1日最低1時間以上働いた場合である。

インドネシアの労働力人口は1980年の5220万人から90

年には7390万人へと増加した。労働力はその後も増加

し続け、2000年には9465万人に達した。第2次長期計画

が終了する2020年には、1億4500万人の労働力人口を有

すると見られている。すなわち、第2次長期計画中に、イ

ンドネシアの労働力人口は1990年の倍になる。労働力の

質が十分であれば、この労働力人口の大きさが国家開発

の大きな潜在力となるだろう。

賃金

■最低賃金

地方分権の実施に伴い、2000年から労働者の最低賃

金は中央政府・労働大臣が決定するのではなく、各州の

知事が決定することになった。こうした規定は、2000年

10月5日に発せられた2000年労働大臣決定第226号

（Kepmenakar 226/2000）に盛り込まれている。

最低賃金の引き上げは、州・地域の三者構成からな

る賃金委員会によって検討され、最終的な決定は知事

が行う。

最低賃金を支払えない企業は、その実施延期につい

て労働大臣に要請し、少なくとも過去2年間の財務報告書

と生産･マーケティングについての計画書を提出し、かつ

社会保障保険料の支払いを証明しなくてはならない。

最低賃金改定に関する大臣決定は、これまで毎年1月

に労働大臣により署名され、同年4月1日から実施されて

きた。しかし、上記の2000年労働大臣決定により、各州

の裁量によって実施期日も自由に選べるようになった。通
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1. 国　名 インドネシア共和国（インドネシア、アジア）

Republic of Indonesia

2. 人　口 約2億人（2000年）

3. 実質経済成長率 4.8％（2000年）

4. GDP 1290兆6840億ルピア、1532億5567万ドル

（2000年）（1ドル＝8421.77ルピア、年平均）

5. 1人当たりGDP 722ドル（2000年）

6. 労働力人口 9465万人（2000年）

7. 失業率 4.1％（2000年）

8. 日本の直接投資額 457億円（2000年）

9. 日本の直接投資件数 25件（2000年）

10.在留邦人数 1万2208人（2001年4月）

インドネシア

労働力人口に占める就業者の割合 67.8％（2000年）

労働力人口 9465万人

就業者数 8983万人（15歳以上）

失業率、失業者・求職者数 4.1％、581万人（2000年）

出所：Indonesia National Population Agency



常、各企業は最低賃金を目安に従業員の賃金水準を決

めるが、ホテル、銀行、レストランなどの業種は最低賃金

よりもかなり高い給与水準である。

最低賃金は州ごとに異なるが、例として2002年の

ジャカルタの最低賃金は59万ルピア（約55米ドル）と

なっている。

給与の上昇率は約15～30％となっている。

労働時間

■労働時間の概要

調査日の前週の労働時間を業種別に見た統計表を次

に掲げる（1998年）。これによると、15歳以上の人口で、

一時的に就労していない者の総数は218万人であり、労

働者総数8767万人の平均労働時間は週当たり約35.4時間

であった。

■労働時間に関する法律

法定労働時間は1日7時間、週40時間と規制されている

（労働総局長通達 No. SE.2/M/BW/1987）。この労働時間

を超える労働は時間外労働となる。時間外労働手当は

労働者には支払われるが、管理職には支払われない。

労使関係

■労使関係概況

政労使の合意により1974年に採択されたパンチャシ

ラ労使関係システム（Hubungan Industri Panchasila）とは、

「労働意欲、生産性の向上を通じて労働者の成長を促

進させ、さらに発展の実りの公平な分配を促進するもの

である」と説明され、政府の主導によりその普及が進め

られたが、内容が抽象的で分かりにくく、普及の成果が

上がらなかった。そこで1985年に改めて「パンチャシラ

労使関係実践のための方針」として、協力3原則が掲げ

られた。

なお、パンチャシラ労使関係によれば、賃金交渉、解

雇などに関して労使間に紛争が発生した場合には、次の

ような手続きで処理されその解決が図られる。

（1）労働者と使用者の自主的な話し合い。

（2）労使および労働省地方労働事務所の調停官による3

者協議（調停官による任意仲裁を選択することも可能。

その場合、仲裁結果には強制力がある）。

（3）地方労使紛争処理委員会の調停（仲裁を行うことも

ある）。

（4）仲裁裁定に不服の場合労働大臣に申請（労働大臣決

定）。なお民法上は、さらに裁判所に提訴する道も開
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産業別週労働時間（全国、男女計、1998年）

（千人）

労働
農林水産 鉱業 製造業

電気
建設業

卸小売 運輸 金融
サービス業 合計

時間 ガス水道 ホテル 通信 保険

0 1,274 20 175 6 128 283 86 6 203 2,182

1–4 333 － 23 1 4 63 1 2 60 487

5–9 1,700 7 144 1 17 282 22 6 168 2,347

10–14 3,365 14 314 3 25 581 35 7 267 4,612

15–19 3,520 11 357 － 40 569 46 7 319 4,869

20–24 5,132 32 535 5 107 970 97 9 548 7,435

25–34 9,303 93 1,130 13 256 2,074 31 239 2,060 15,280

35–44 8,749 213 2,604 63 711 3,587 836 283 4,576 21,621

45–54 4,289 179 3,365 44 1,515 3,341 1,146 207 2,316 16,402

55–59 914 61 631 5 450 1,492 422 26 587 4,588

60–74 667 36 568 6 252 2,559 884 22 916 5,911

75以上 169 9 86 1 16 1,013 266 3 376 1,939

合計 39,415 675 9,934 148 3,522 16,914 4,154 618 12,394 87,672

出所：Keadaan Angkatan Kerjadi Indonesia, Agustus 1988, Badan Pusat Statistik（中央統計局「労働力状況」）



かれている。

パンチャシラ労使関係システムは、完全にではないに

せよ、1998年以来の政治的混乱のなかで忘れ去られ、現

在、新たな労使の関係を築くべく模索が始まっている。

その基本はまだ明らかになっていないが、民主主義を基

本として、労使が対等に話し合い、協力し合って経済の

発展に尽くすものとなろう。

■労働組合

政府は、公認の FSPSI（全インドネシア労連）にのみ労

働組合の設立を限定してきたが、1998年6月5日、ILO 第

87号条約（結社の自由および団結権の保護）を批准し、労

働組合の設立を自由化した。

ILO 条約の批准と新たな政界再編は、おびただしい

数の労働組合の設立をもたらした。2000年7月までに24

の労働組合連合と90の産業別組合が労働省に登録され

ている。

最大のものが FSPSI であり、1998年の経済危機のなか

で FSPSI から分離して結成された SPSI Reformasi（全イ

ンドネシア労連－改革派）、SBSI（インドネシア福祉労働

組合）、SBM（インドネシア自由労組）、Sar-bumusi（インド

ネシア・モスレム労組）、PPMI（インドネシア・モスレム労

働者友愛会）などがある。

FSPSI は1999年9月現在、27の州のうち独立問題で揺

れる東ティモールを除く26の州すべてに加盟組織を持

ち、組合員数においても、財政規模においても最も有力

な労組ナショナルセンターと見られている。他方、SPSI

Reformasi は1998年の政治改革の動きのなかで大きく勢

力を伸ばしていると自ら主張しているが、Reformasi は

ジャカルタ中心の組織で、労働省の資料によれば各州の

組織は確認できず、組合員数や財政規模はそれほど大き

くないと考えられる。

組織率は労働省が公表（1999年1月）している数字は約

15％であるが、その後の政治、社会情勢の影響で大きく

変化していると思われるが、約28％前後といわれている。

各労組ナショナルセンターは政党と強く結びついてお

り、1998年以来、政党が乱立するなかで労組もまた乱立

しているといっていい。これらの労組はいずれも労働者

の経済生活を擁護する運動よりも、政党とともに政治的活

動に力を入れているといわざるをえない。

現在の労働･移住省ヤコブ・ヌアウェア大臣は、最大手

の労組、FSPSIの議長を兼任していた。

労組ナショナルセンターのうち主なものは以下の組織

である。

（1）全インドネシア労連（FSPSI）

Federation of All Indonesian Workers Union 

（2）全インドネシア労連－改革派（SPSI Reformasi）

All Indonesian Workers Union-Reformation 

（3）インドネシア・モスレム労働者友愛会（PPMI）

Brotherhood Worker of Indonesia Muslim 

（4）インドネシア・モスレム労組（Sar-bumusi）

Labor Union of Indonesian Muslim 

（5）インドネシア自由労組（SBM）

Labor Union Freedom of Indonesia 

（6）インドネシア福祉労組（SBSI）

Indonesian Prosperous Labor Union 

労働団体の乱立はいろいろな問題を引き起こしてい

る。例えば政労使三者構成機関や賃金審議会における

労組代表をどうするか、海外から招聘を受けた際の代表

をどうするかなどをめぐって、各労働団体間で問題が発

生しているが、政府はそれを調整できないでいる。

労働組合登録に関する労働大臣命令（No. PER-

03/MEN/1993、1993年2月29日）によれば、すべての労働

組合は労働省に登録しなければならない。

また、企業内労働組合に関する労働大臣命令（PER-

01/MEN/1994）によって、企業内労働組合の役割と機能、

名称と組合員、権利と義務、交渉、争議などが定められ

ている。

■使用者団体

インドネシア使用者協会（APINDO: Asosiasi Pengusaha

Indonesia）がインドネシアの代表的な使用者団体である。

APINDO はインドネシアの代表的な経済団体である

インドネシア全国商工会議所（KADIN: Kamar Dagang
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Industri）が主体となって設立したもので、1975年の労働

大臣命令によって承認され、今日、労使関係および人事

労務に関する問題について使用者を代表する組織となっ

ている。

APINDO は1952年に設立された PUSPI（社会経済問題

に関する経営者委員会）を前身とし、現在の名称になっ

たのは85年のスラバヤ全国会議の決定による。

本部はジャカルタにあり、全国27の州に州使用者協会

を置き、州の下の195県にも使用者協会を置く全国組織

である。国際的には APINDO は1978年に設立されたア

セアン使用者連盟（ACE）の創立組織の1つであり、また、

国際使用者連盟（IOE）には69年に加盟している。

さらに、毎年の ILO 総会に APINDO はインドネシアの

使用者代表を派遣し、活発な国際活動を展開している。

APINDO は労使関係および人事労務問題を主として

扱っているが、労働組合と直接交渉することはなく、政府

の各種三者構成委員会、審議会の使用者代表を務める

こと、加盟企業を対象とした教育、情報提供活動を主な

事業としている。

APINDO の会員数は1998年現在、約9000社であるが、

日系企業の多くはAPINDO に加盟していない。

■労働争議

労働行政

■労働政策の概況

第6次5カ年計画（1994～99年）における労働政策の議

題として以下の7点が盛り込まれていた。

（1）全国人的資源計画の策定

（2）労働市場情報システムの統合

（3）自営業発展の促進

（4）見習工制度の強化

（5）パンチャシラ思想に基づく労使関係、労働者保護

（6）適正な海外就労

（7）人的資源組織の発展

1999年10月に国民協議会で国策大網（1999～2004年）

が制定されており、同時に労働大臣が以下の施政方針を

発表した。

（1）失業問題の解決―610万人に上る失業者を完全雇用

すること。1％の経済成長で50万人の新規雇用が生

まれるので、雇用創出には早急な経済回復が必要。

ソーシャル・セーフティー・プログラムによる労働集約

事業のみでなく、解雇労働者の吸収のため、中小企

業の発展促進や労働者の海外就労促進などにより失

業問題の解決を目指す。

（2）労使関係の調和―良好な労使関係を創出するため、

労働開発プログラムにおける労働者の権利という

ILO 条約を支持する。

（3）最悪の形態の児童労働の禁止―ILO 第182号条約（最

悪の形態の児童労働の禁止）の批准を提案するととも

に、児童の漁業労働が有害と判明すれば禁止する。

（4）賃金水準の適正化―地域別最低賃金をグレードアッ

プさせるとともに、高い生産性の輸出志向型企業の

労働者の賃金の向上を図る。労働者が生産性の向

上に応じた賃金を得ることが労働問題の健全化につ

ながる。

（5）海外就労者の保護―海外で働くインドネシア労働者

の保護のために、1保険制度や健康診断を整備し、

2海外で労働者が不当な拷問を受けた場合に法律

家による救済を可能にする。特に2については、各

国に労働者虐待等の情報を収集する在外事務所を

設置する。

■労働関連行政機関

労働行政は主として下記の機関が担当している。
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（件、人、時間）

年 スト発生件数 参加労働者数 損失労働時間

1992 251 143,005 1,019,654

93 185 103,490 966,931

94 296 147,662 1,421,032

95 276 126,855 1,300,001

96 346 221,247 2,496,448

97 234 145,559 1,250,673

98 272 145,220 1,538,591

99 125 48,232 915,105

出所：インドネシア労働省



労働・移住省（2000年8月以降）

インドネシア語：Department Tenaga Kerja & Transmigrasi 

英語：Department of Manpower and Transmigration

労働法制

労働基本法典はなく、オランダ統治時代の1887年から

1939年に作られたものまで、多数の法律、大臣規則など

が定められていたが、その改正案が検討されてきた。改

正労働法は1997年に国会で成立し、98年10月1日より施行

が予定されていたが、98年9月30日、政府は、1労働者、

使用者などからの労働法への批判および改正要求があ

ること、2ILO条約の批准に伴い、労働組合が増加して

いる状況を同法に反映させる必要があること、などを理

由に同法の1年間の施行延期を発表した。

その結果、1999年10月1日の法律施行は見合わせられ

た。同月20日に成立したワヒド政権によって、さらに改正

労働法の再検討が行われ、2000年10月施行を目指してい

たが、さらに、2002年10月1日まで延期することが発表さ

れた。

なお、労働組合設立自由化を受けて、労働組合法や

労働争議解決法、職業訓練・職業紹介・労使関係法など

の草案が、新改正労働法とともに作成中である。

改正労働法（1997年成立）の概要

（1）労働組合の結成の条件―企業における労働者の話

し合いを通じた民主的な方法によって結成する。詳

細については、新たに「労働組合法」を設定する。

（2）スト関係規定

スト通知の期限の設定―スト開始7日前までの通知を

必要とする。

スト行為の場所の限定―ストの実施は、企業構内で

の実施に限定される。

（3）児童の雇用禁止―15歳以下の児童の雇用は禁止さ

れる。ただし、家族労働、家事、生徒として行われ

る労働、政府等によって所有されている施設での労

働は適用除外となっている。

（4）その他―長期休暇に関する規定が新設され、「労働

者は、付与能力のある企業に雇用されているとき、6

年以上の勤続の後、最長3カ月間の休暇を取得する

権利を有する」とされる。

労働災害

インドネシア共和国法 No.14/1993によれば、労働現場

にいて事故または労働災害を被った労働者は、政府が

承認した組織委員会によって補償金を支給される。これ

には障害を受けた労働者の病院への搬送費、治療費、リ

ハビリ費用、生活補助金が含まれる。このほかに、一時

的失業保険、障害保険、事故死保険などの制度がある。

死亡保険金の額は100万ルピアであり、葬祭費用は20万

ルピアである。

その他

■社会保障

全国民を対象に総合的に適用する社会保障制度は未

だ整備されておらず、1992年に改正された労働者社会保

障制度、国家公務員および軍人を対象とした医療保障制

度および年金制度、高齢者、障害者、貧困者などに対す

る社会福祉サービスが個別に存在し、運用されているに

すぎない。

また、国民医療の確保のため、従来から、公立の医療

機関による安価な医療サービスの提供が行われているほ

か、貧困者に対しての無償の医療サービスが提供されて

いる。

老齢保険は、55歳に達するか、医師の判断で完全に障

害者であると認定されたときに、一時金または数回にわ

たって支払われる。

労働者社会保障制度

労働者を対象とする労働者社会保障制度は、以前は

労災保険、死亡保障があるだけであったが、1992年に制

定された社会保障に関する法律 No.3/1992は、所得の喪
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失の補償として金銭により労働者を保護する新しい制度

に改められた。社会保障制度の運営は、保険制度による。

この法律は下記を範囲としている。

○ 労災保険

○ 生命保険

○ 老齢保険

○ 健康保険

10人以上の労働者を雇用し、または、労働者に1カ月

当たり100万ルピア以上の賃金を支払っている使用者は、

本制度に加入する義務がある。また、それ以外の使用者

は、任意加入できる。

健康保険としては、労働者およびその家族に対する外

来診療、入院診療、分娩、薬剤等が現物給付の形で提供

されている。老齢給付は、完全積立制度によって成り

立っており、当該労働者に対し、積み立てた保険料が年

金または一時金の形で還付される仕組みになっている。

労働者は55歳の定年年齢に達した時点で給付を受ける

権利が発生する。

労働者社会保障制度は、PT. Jamsostek、PT Askers、PT

Taspen、PT Asabri、PT Jasa Paharja という公社によって運

営されており、87の地域事務所が全国に設置されている。

その他、本制度とは別に、公務員（軍人を含む）を対象と

した健康保険制度、年金制度などが存在する。

福祉の後退

1998年、99年上半期における福祉面の後退は急激で

あった。貧困者の割合は、20年前とほぼ同じである。

1998年の貧困ライン以下の人口の割合は約40％と推定さ

れるが、これは76年の割合とほぼ同じである。1999年に

は、この数字はさらに大きくなると予想されている。

こうした状況は、底辺層が、減収と同時に物価上昇に

より二重に困窮状態に置かれた結果である。さらに悪い

ことには、インドネシアは多額の債務を抱えている。現在、

インドネシアは社会不安にさらされている。

■人的資源開発、教育訓練

インドネシアの公共職業訓練は、主に労働省が行って

いる。方法としては、各地域に設置されている職業訓

練センターなど職業訓練機関による訓練の提供および企

業での実習を取り入れた見習訓練制度の実施が挙げら

れる。

現在、大ジャカルタ首都圏だけで、職業訓練校としては

経済・会計学校が340校、技術訓練校が110校、観光業学

校が25校存在し、各校では約100人から1000人の生徒が

学んでいる。職業訓練校の卒業生は関連産業に就職で

きることが望ましいが、卒業生の多くは実社会に必要な

技術を身につけていないためそれが難しい現状にある。

職業訓練センターによる訓練の提供

労働省管轄下の職業訓練機関としては、職業訓練セン

ターが最も数が多く、全国に154カ所（1997年）ある。訓

練実績は、年間6万8000人程度となっている。職業訓練

センターの概要は、以下のとおりである。

（1）職業訓練センターの種類

• 大規模訓練センター（BLK-A）33カ所。各州の中心都市

に設置。

• 中規模訓練センター（BLK-B）17カ所。地方都市に設置。

• 小規模訓練センター（＝職業訓練講習所KLK）104カ所。

地方町村に設置。

なお、職業訓練センターは、各地域の社会、経済状況、

産業の発展状況に対応して、工業地域では工業系訓練

センター、商業地域では商業系訓練センター、その他農

村開発系訓練センター、指導員養成訓練センターなどに

区分されている。

（2）訓練対象

訓練対象としては、小学校卒業以上（科によっては中

学校卒業以上）の18～45歳までの入所試験合格者である。

具体的には、求職者、インフォーマル・セクター労働者、

企業との委託契約による在職者、就職前の新規学卒者な

どが訓練を受けている。訓練期間はコース、職業訓練セ

ンターにより異なるものの1コース480～600時間が一般的

である。

（3）訓練内容

主に工業部門の半熟練工の養成を目的に技能訓練を
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実施する。基本的に各職業訓練センターの規模によるカ

リキュラムの差はなく、各職業訓練センターの所在する地

域産業が必要とする職種および訓練生が希望する職種に

必要な技能についての基礎コース、中級コースがある。

ただし、一部の大規模訓練センターでは、輸出産業

（機械、電気、電子）関連の比較的高度な技能レベルを

教育する上級コースが設置されている。

見習訓練制度の実施

見習訓練制度は、公共職業訓練機関あるいは企業内

訓練校での理論教育および基本的な実習と企業での

OJT による訓練を交互に行う職業訓練制度であり、主と

してドイツのデュアル・システムをモデルにして制度化し

たものである。

第6次5カ年計画期間中（1995～99年）に31の職業訓練

センターにおいて実施している。それ以外の職業訓練セ

ンターでは、4カ月間の求職者訓練に企業内での OJT を2

カ月間追加した形の訓練を実施することとなっている。

見習訓練制度については、訓練期間は1年が1サイクルで

最大3年間まで、年とともに取得技術、技能のレベルが上

がる。

1年目は、公共職業訓練機関または企業ですべての職

種に共通の基本実習および学科教育を4カ月間、その後、

企業での現場実習を7カ月間実施する。現場実習では

2～3カ月ごとに部所をローテーションする。

2年目は、公共職業訓練機関または企業内訓練施設で

中級技能および学科教育を3カ月間学び、その後、企業

での現場実習を8カ月間実施する（1年目同様ローテー

ションを行う）。

3年目は、公共職業訓練機関または企業内訓練施設で

上級技能および学科教育を2カ月間学び、その後、企業で

の現場実習を9カ月間実施し、上級技能の習得を目指す。
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